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１５未満

５０＋（Z－15）

Z×50／15 5年未満

自己資本額÷年間平
均実績高×100

１０以上20億円以上

１５

点数（小数点以下切捨て）

１５０

１００＋（Z－65）×10／9

７５＋（Z－40）

営業年数

15年以上25年未満

5年以上15年未満

35年以上

25年以上35年未満

３０

２０

１０

１０

３０

２５

点数

２０

５以上１０未満

５未満5億円以上10億円未満

1億円未満

２０＋（X－10億）÷1億

1億円以上5億円未満 １０＋（X－1億）÷8000万

４０以上６５未満

６５以上１１０未満

X÷1000万

測量・建設コンサルタント等業務の総合点数について

　総合点数は，入札参加資格審査申請書の記載内容（技術者に係るものは，申請書に添付された技術者経歴書の記載内容）をもとに，
次の算式によって計算した値とする。

自己資本額点数

算式 自己資本額数値

技術者点数

業務分野別年間平均
実績高点数

点数（小数点以下切捨て）

総合点数＝（Ａ×３）＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ

点数

３０

Ａ

１５以上４０未満

営業年数点数

年間平均実績高（X）

技術者の合計数値（Z）

１１０以上

10億円以上20億円未満

１５＋（X－5億）÷1億

 業務分野別年間平均実績高の金額に応じ，【別表１】の点数の欄に掲げる式により算出した点数とす
る。

 自己資本額を業務全体の年間平均実績高で除し，１００を乗じて得た数値（【別表２】において「自己資
本額数値」という。）に応じ，【別表２】の点数の欄に掲げる点数とする。

 業務分野ごとに【別表３】の有資格者の欄の第１列に掲げる者の数に「５」を，第２列に掲げる者の数に
「２」を，第３列に掲げる者の数に「１」をそれぞれ乗じて得た数値を合計した数値（【別表４】において「技
術者の合計数値」という。）に応じ，【別表４】の点数の欄に掲げる式により算出した点数とする。

　ただし，一人の技術者が同一分野における複数の資格を有している場合は，それぞれの資格に対応
する点数の合計（一人の技術者の合計点が９点を超える場合は９点とする。）とする。
 なお，地質調査分野については，最も上位の資格に対応する点数だけを，それぞれ算定に使用するも
のとするものとする。

 営業年数に応じ，【別表５】の点数の欄に掲げる点数とする。

Ｂ

Ｃ

Ｄ



【別表３】

農業土木

森林土木

水産土木

地質

上下水道部門

土質及び基礎

地質 １級土木施工管理技士

１級建築士

農業土木

森林土木

水産土木 建築設備士

測量士 司法書士 税理士 会計士補

１級建築士 測量士補 中小企業診断士 用地調査等業務実務経験者

技術士 ２級建築士 建築積算資格者 公共用地取得実務経験者

建築設備士 公認会計士

１　上記の各資格は，関係法令等に基づき，免許，登録，資格者証，免状の交付等を受け，現に有効なものでなければならない。

２　建設コンサルタント業務実務経験者とは，次のいずれかに該当する者をいう。

(3) 建設コンサルタント業務に２５年以上の実務経験を有する者

３　用地調査等業務実務経験者とは，次のいずれかに該当する者をいう。

(2) 補償業務全般に関する指導監督的実務の経験３年以上を含む２０年以上の実務の経験を有する者

(3) （社）日本補償コンサルタント協会が付与する補償業務管理士の資格を有する者で，（財）公共用地補償機構の行う「補償コンサ
ルタント業補償業務管理者認定研修」を終了した者

選択科目部　門

農業部門

森林部門

(1) 学校教育法による大学（旧大学令による大学を含む。）又は高等専門学校（旧専門学校令による専門学校を含む。）の土木工学
又は同等の工学に関する科目（橋梁工学，土質工学，河川工学，海岸工学，構造力学，材料工学，水理学，道路鉄道工学，コンク
リート工学，都市計画及び地方計画，その他農業土木，森林土木に関する学科を含む。以下同じ。）を習得し，建設コンサルタント業
務（建設事業の計画・調査・立案・助言及び建設工事の設計・管理業務に従事又はこれを監理することをいう。以下同じ。）に２０年以
上の実務経験を有する者

応用理学部門

水産部門

(2) 学校教育法による高等学校の土木工学又は同等の工学に関する科目を習得し，建設コンサルタント業務に２２年以上の実務経
験を有する者

(1) 補償コンサルタント登録規程第２条に規定する登録部門（土地調査，土地評価，物件，機械工作物，営業補償，特殊補償，事業
損失，補償関連）のいずれかに係る補償業務に関し７年以上の実務の経験を有する者

（社）全国地質調査業協会連合会の
行う地質調査技士資格検定試験に合
格し，登録を受けている者

技術士のうち第２次試験の技術部門
を次の部門とするものに合格した者

建設コンサルタント業務実務経験
者計量士（環境計量士（濃度関係）及び

環境計量士（騒音・振動関係）に限
る。）

第１種電気主任技術者

第１種伝送交換主任技術者

線路主任技術者

ＲＣＣＭ

１級建築士

建築設備士

地質調査業務

補償関係ｺﾝｻ
ﾙﾀﾝﾄ業務

技術士のうち第２次試験の技術部門を次の
部門とするものに合格した者

総合技術監理部門（選択科目を上記各部門
の選択科目とするものに限る。）

建設部門

応用理学部門

測量士補

２級建築士

建築積算資格者

１級土木施工管理技士

流体機械，建設，鉱山，荷役
及び運搬機械又は機械設備

部　門

機械部門

電気電子部門

選択科目

測量士

建築設備士

技術士のうち第２次試験の技術部門を次の
部門とするものに合格した者

１級建築士

応用理学部門

総合技術監理部門（選択科目を上記各部門
の選択科目（記載のない部門についてはすべ
ての選択科目）とするものに限る。）

建設部門

農業部門

情報工学部門

森林部門

水産部門

（社）建設コンサルタンツ協会の行
うＲＣＣＭ資格試験の地質又は土
質及び基礎の部門に合格し，登
録を受けている者

技術士のうち第２次試験の技術
部門を機械部門とするものに合格
した者

測量

建設部門

建築関係建設
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務

土木関係建設
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務

４　公共用地取得実務経験者とは，国，地方公共団体等にあって，公共用地の取得等に関する実務の経験を１０年以上有する者をいう。

業務分野
第　１　列 第　２　列 第　３　列

有　資　格　者


